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若者減少・人手不足対策の今後の進め方について 

 

１ 要旨・目的 

若者を中心とした転出超過や、2024年問題をはじめとする様々な業界での人手不足問題

の解消に向けた今後の進め方について報告する。 

 

２ 現状・背景 

広島県人口移動統計調査によると、本県における日本人の転出超過の約半数を、就職や

進学による20歳から24歳の若者の転出が占めており、若者の転出超過は喫緊の課題となっ

ている。 

また、人手不足問題についても、少子高齢化による生産年齢人口の減少や、残業時間の

上限規制の導入といった社会環境の変化に伴い、より深刻化していくことが懸念される。 

 

３ 概要 

(1) 実施内容 

 ア 推進体制 

施策領域をまたがる課題に全庁をあげて対応していくため、部局横断的な組織（プロ

ジェクト・チーム）を設置。 

名称 若者減少・人手不足対策プロジェクト・チーム 

設置時期 令和６年４月１日 

所掌事務 ・ 若者減少の解消に向けた施策全般に関すること 

・ 人手不足問題の解消に向けた施策全般に関すること 

・ その他、施策の推進に関して必要と認められるもの 

会議の構成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年５月 17日 
課 名 総務局経営企画チーム 
担当者 担当課長 手島 
    担当課長 槇 
内 線 2413、2391 
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イ 取組方針 

若者減少や人手不足問題については、県庁全体に関わる幅広い社会課題であることか

ら、若者減少・人手不足対策プロジェクト・チームの枠組みを活用し、若者減少の要因

の調査や、人手不足問題について業界団体等を通じた県内の実情把握等を行った上で、

既存施策のブラッシュアップや新たな打ち手の検討を行っていく。 

 

(2) スケジュール 
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(3) 予算（若年層の社会減少要因調査分析事業） 

  30,651千円 

 

 

 

 

〔若年層の社会減少要因調査分析事業〕 

調査項目 

設定 
分析 

業界団体、個別企業、 

県内市町などヒアリング 

既存施策のブラッシュアップ 

新たな打ち手の検討 

県政運営の基本 

方針 2025、 

国への施策提案 

へ反映 

※早期着手すべき 

ものは補正予算 

での対応も検討 

対応 

アンケート実施 

企業等ヒアリング 
報告書作成 


